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(57)【要約】
【課題】厚いプリプレグであっても、マトリックス樹脂
を良好にかつ速やかに含浸させることのできる製造方法
を提供する。
【解決手段】複数の強化繊維を引き揃えてシート状繊維
束とし、複数本の前記シート状繊維束を引き揃えて、か
つ横方向に隣接する側端部同士を重ね合わせて配列して
強化繊維シートとし、前記強化繊維シートに樹脂組成物
を含浸させてプリプレグを得る、プリプレグの製造方法
は、低粘度の樹脂組成物を用いても、強化繊維基材の繊
維束どうしの密着力が向上するために繊維方向への引き
裂かれ耐性が上がり、プリプレグの形態保持性が良いプ
リプレグを製造できる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
複数の強化繊維を引き揃えてシート状繊維束とし、複数本の前記シート状繊維束を引き揃
えて、かつ横方向に隣接する側端部同士を重ね合わせて配列して強化繊維シートとし、前
記強化繊維シートに樹脂組成物を含浸させてプリプレグを得る、プリプレグの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、プリプレグの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　繊維強化複合材料は、軽量かつ高強度の特性から様々な用途で用いられている。特に長
繊維強化複合材料は、軽量かつ高強度に加え、高剛性の特性を有し、金属材料代替として
飛行機、船舶、鉄道車両、自動車、ゴルフクラブ、テニスラケットなど、スポーツ、レジ
ャー用途から自動車や航空機等の産業用途まで、幅広く用いられている。
【０００３】
繊維強化複合材料の多くは、性能発現性の高さから、炭素繊維などの強化繊維からなる繊
維基材に未硬化の熱硬化性樹脂を含浸させたプレプレグを積層し、硬化する方法により製
造される。プリプレグを用いて繊維強化複合材料を成形するには、そのプリプレグを所望
の厚みまで積層する必要がある。特に、風車、船舶、鉄道車両、自動車等の大型成型物の
構造部品は部品厚みが厚いため、プリプレグの積層数を増やす必要がある。そのため、厚
みのあるプリプレグの需要が高まっている。プリプレグの製造方法は、例えば特許文献１
にはホットメルトフィルム法による製造方法が開示されている。
【０００４】
厚いプリプレグを得るには、繊維基材を厚くすればよい。しかし特許文献１の方法では、
連続繊維を引き揃えた繊維基材の片面に樹脂フィルムを貼り付け、外側から加圧して熱硬
化性樹脂を含浸させるため、繊維基材の目付けが大きくなると、すなわち繊維基材が厚く
なると、片側からでは熱硬化性樹脂を十分に含浸させることができない。上述のホットメ
ルトフィルム法では、その含浸原理から厚みがあり、かつ熱硬化性樹脂が良好に含浸して
いるプリプレグを作るのは困難である。またプリプレグの目付けが大きくなると、プリプ
レグが剛直になり、型材形状への追従性、つまりドレープ性が悪くなる。繊維基材に熱硬
化性樹脂を良好にかつ速やかに含浸させるためには、樹脂の粘度は低い方が好ましい。
【０００５】
ところが、製造されたプリプレグ中のマトリックス樹脂の粘度が低すぎると、繊維基材を
支持する力が弱く、製造時に与えた繊維基材の直進性を保持することが困難になる。繊維
基材が直進性を失ったプリプレグの強度は低下する。また、繊維束どうし、更には繊維ど
うしの樹脂を介した密着力が低下し、プリプレグが繊維束単位や繊維間で解れ易く、プリ
プレグの繊維方向への引き裂かれ耐性が著しく低下するためにプリプレグの形態保持性が
悪くなる。これは、積層作業時にプリプレグを保護しているフィルムや離型紙を剥がす、
または積層したプリプレグをリプレースする際に、プリプレグの形態が崩れるなどして、
作業効率および物性へ悪影響を及ぼす。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開昭６３－１７０４２７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、厚いプリプレグであっても、マトリックス樹脂を良好にかつ速やかに含浸さ
せることのできる製造方法を提供することを目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【０００８】
　即ち本発明の要旨は、複数の強化繊維を引き揃えてシート状繊維束とし、複数本の前記
シート状繊維束を引き揃えて、かつ横方向に隣接する側端部同士を重ね合わせて配列して
強化繊維シートとし、前記強化繊維シートに樹脂組成物を含浸させてプリプレグを得る、
プリプレグの製造方法、である。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、強化繊維シートが厚い場合であっても、強化繊維基材の繊維束どうし
の密着力が向上するために繊維方向への引き裂かれ耐性が上がり、プリプレグの形態保持
性が良くなる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の強化繊維シートの一例を示す概略図である。
【図２】本発明の強化繊維シートの別の一例を示す概略図である。
【図３】本発明の強化繊維シートの別の一例を示す概略図である。
【図４】本発明の強化繊維シートの別の一例を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
以下、本発明を詳細に説明する。
【００１２】
［強化繊維シート］
強化繊維シートを構成する繊維は、繊維強化複合材料の使用目的に応じた様々なものが使
用できる。本発明に用いる繊維の具体例としては、炭素繊維、黒鉛繊維、アラミド繊維、
炭化ケイ素繊維、アルミナ繊維、ボロン繊維、タングステンカーバイド繊維、ガラス繊維
などが挙げられる。これらは１種単独で使用してもよいし、２種以上を組み合わせて使用
してもよい。
中でも比強度、比弾性率に優れる点で、炭素繊維や黒鉛繊維が好適である。炭素繊維や黒
鉛繊維は、用途に応じて様々なものを用いることが可能であるが、引張伸度１．５％以上
の高強度炭素繊維が繊維強化複合材料の強度発現性が優れるため適している。中でも、引
張強度４．４ＧＰa、引張伸度１．７％以上の高強度高伸度炭素繊維がより好ましく、さ
らに引張伸度１．９％以上の高強度高伸度炭素繊維が最も適している。また、炭素繊維や
黒鉛繊維は他の強化繊維と混合して用いてもよい。
【００１３】
強化繊維シートの目付けは、繊維強化複合材料の使用目的に応じて自由に設定でき、好ま
しくは１９０ｇｓｍ以上で、具体的には３００ｇｓｍ以上が最も適している。繊維目付が
大きくなればなるほど、マトリクス樹脂の強化繊維シートへの十分な含浸が困難になるこ
とから、良好な含浸状態に対して樹脂の低粘度化の影響は大きくなる。
【００１４】
［樹脂組成物］
本発明に用いる樹脂組成物は、熱硬化性樹脂と硬化剤とを含む。樹脂組成物の粘度は特に
限定されないが、含浸性の観点から好ましい範囲として、具体的には３０℃における粘度
が１０1　～１０５Ｐａ・ｓｅｃである。
【００１５】
［熱硬化性樹脂］
熱硬化性樹脂としては、フェノール樹脂、ユリア樹脂、メラニン樹脂、ビスマレイミド樹
脂、不飽和ポリエステル樹脂、ビニルエステル樹脂、エポキシエステル樹脂、エポキシ樹
脂、ビスマレイミド・トリアジン樹脂（ＢＴ樹脂）、シアネートエステル樹脂、トリアジ
ン樹脂等が挙げられる。中でも、強度、耐熱性、成形性に優れる点で、エポキシ樹脂が好
ましい。これら熱硬化性樹脂は、１種単独で使用してもよいし、２種以上の混合物として
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使用してもよい。また、単体では固体の樹脂でも、混合物としたときに液状であれば使用
できる。
【００１６】
　エポキシ樹脂としては、例えば分子内に水酸基を有する化合物とエピクロロヒドリンか
ら得られるグリシジルエーテル型エポキシ樹脂、分子内にアミノ基を有する化合物とエピ
クロロヒドリンから得られるグリシジルアミン型エポキシ樹脂、分子内にカルボキシル基
を有する化合物とエピクロロヒドリンから得られるグリシジルエステル型エポキシ樹脂、
分子内に二重結合を有する化合物を酸化することから得られる脂環式エポキシ樹脂、また
はこれらから選ばれる２種類以上のタイプの基が分子内に混在するエポキシ樹脂などが用
いられる。
【００１７】
　グリシジルエーテル型エポキシ樹脂の具体例としては、ビスフェノールＡとエピクロロ
ヒドリンの反応により得られるビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦとエ
ピクロロヒドリンの反応により得られるビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、レゾルシノー
ルとエピクロロヒドリンの反応により得られるレゾルシノール型エポキシ樹脂、フェノー
ルノボラックとエピクロロヒドリンの反応により得られるフェノールノボラック型エポキ
シ樹脂、その他ポリエチレングリコール型エポキシ樹脂、ポリプロピレングリコール型エ
ポキシ樹脂、ナフタレン型エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエン型エポキシ樹脂、および
これらの位置異性体やアルキル基やハロゲンでの置換体などが挙げられる。
【００１８】
グリシジルアミン型エポキシ樹脂の具体例としては、テトラグリシジルジアミノジフェニ
ルメタン類、アミノフェノールやアミノクレゾールのグリシジル化合物類、グリシジルア
ニリン類、キシレンジアミンのグリシジル化合物などが挙げられる。
【００１９】
グリシジルエステル型エポキシ樹脂の具体例としては、フタル酸ジグリシジルエステルや
、ヘキサヒドロフタル酸ジグリシジルエステル、イソフタル酸ジグリシジルエステル、ダ
イマー酸ジグリシジルエステル、およびこれらの異性体などが挙げられる。市販品を用い
ることができる。
【００２０】
これらグリシジルエーテル型エポキシ樹脂、グリシジルアミン型エポキシ樹脂、グリシジ
ルエステル型エポキシ樹脂、脂環式エポキシ樹脂等は市販品を用いることができる。
上述したエポキシ樹脂の中でも、耐熱性、靱性の点で、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂
が特に好ましい。これらエポキシ樹脂は、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用
してもよい。また、含浸性の観点からは、エポキシ樹脂の粘度は低い方が好ましい。
【００２１】
［硬化剤］
硬化剤としては、アミン、酸無水物（カルボン酸無水物等）、フェノール（ノボラック樹
脂等）、メルカプタン、ルイス酸アミン錯体、オニウム塩、イミダゾールなどが挙げられ
るが、上述した熱硬化性樹脂を硬化させうるものであればどのような構造のものでもよい
。これらの中でも、アミン型の硬化剤が好ましい。これら硬化剤は、１種単独で使用して
もよいし、２種以上を併用してもよい。また、単体では固体の硬化剤でも、樹脂組成物と
したときに液状であれば使用できる。
【００２２】
　これらの硬化剤には、硬化活性を高めるために、適当な硬化助剤を組み合わせることが
できる。好ましい組み合わせとしては、硬化剤としてジシアンジアミドと、硬化助剤とし
て３－フェニル－１，１－ジメチル尿素、３－（３，４－ジクロロフェニル）－１，１－
ジメチル尿素（ＤＣＭＵ）、３－（３－クロロ－４－メチルフェニル）－１，１－ジメチ
ル尿素、２，４－ビス（３，３－ジメチルウレイド）トルエン等の尿素誘導体との組み合
わせ、硬化剤としてカルボン酸無水物やノボラック樹脂と、硬化助剤として三級アミンと
の組み合わせ、硬化剤としてジアミノジフェニルスルホンと、硬化助剤としてイミダゾー
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ル化合物、フェニルジメチルウレア（ＰＤＭＵ）等のウレア化合物や、三フッ化モノエチ
ルアミン、三塩化アミン錯体等のアミン錯体との組み合わせなどが挙げられる。
【００２３】
［その他］
本発明に用いる樹脂組成物には、添加剤として、熱可塑性樹脂、熱可塑性エラストマーお
よびエラストマーからなる群から選ばれた１種以上の樹脂を含有させることができる。こ
れら添加剤には、マトリックス樹脂（熱硬化性樹脂）の靭性を向上させ、かつ、粘弾性を
変化させて、粘度、貯蔵弾性率およびチキソトロピー性を適正化する役割がある。これら
添加剤は、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。また、添加剤は、
単体では固体であっても、樹脂組成物としたときに液状であれば使用できる。これら添加
剤は、熱硬化性樹脂中に溶解して配合されてもよく、微粒子、長繊維、短繊維、織物、不
織布、メッシュ、パルプなどの形状でプリプレグの表層に配置されてもよい。
【００２４】
熱可塑性樹脂としては、主鎖に、炭素－炭素結合、アミド結合、イミド結合、エステル結
合、エーテル結合、カーボネート結合、ウレタン結合、尿素結合、チオエーテル結合、ス
ルホン結合、イミダゾール結合およびカルボニル結合からなる群から選ばれた１種以上の
結合を有する熱可塑性樹脂が好ましく用いられる。このような熱可塑性樹脂としては、例
えばポリアクリレート、ポリアミド、ポリアラミド、ポリエステル、ポリカーボネート、
ポリフェニレンスルフィド、ポリベンズイミダゾール、ポリイミド、ポリエーテルイミド
、ポリスルホンおよびポリエーテルスルホンのようなエンジニアリングプラスチックに属
する熱可塑性樹脂の一群がより好ましく用いられる。これらの中でも、耐熱性に優れる点
で、ポリイミド、ポリエーテルイミド、ポリスルホンおよびポリエーテルスルホンが特に
好ましい。また、熱可塑性樹脂は、靭性向上および熱硬化性樹脂の耐環境性維持の観点か
ら、熱硬化性樹脂との反応性官能基を有することが好ましい。反応性官能基としては、カ
ルボキシル基、アミノ基および水酸基などが挙げられる。
【００２５】
［プリプレグの製造］
本発明では、複数の強化繊維を引き揃えてシート状繊維束とし、複数本の前記シート状繊
維束を引き揃えて、かつ横方向に隣接する側端部同士を重ね合わせて配列して強化繊維シ
ートとし、前記強化繊維シートに樹脂組成物を含浸させる。
【００２６】
シート状繊維束の横方向に隣接する側端部同士を重ね合わせる方法としては、以下の方法
が挙げられる。
方法Ａ．隣接するシート状繊維束を、端から順次上に重ねていく方法（図１及び図２）。
この方法によると、強化繊維シートの中間部のシート状繊維束において常に、一端側の側
端部が、隣接するシート状繊維束の下となり、他端側の側端部が、別の隣接するシート状
繊維束の上となる状態になる。
【００２７】
方法Ｂ．隣接するシート状繊維束を、上下交互に重ねる方法（図３及び図４）。この方法
によると、強化繊維シートの中間部のシート状繊維束おいて常に、側端部の両方が、それ
ぞれ隣接するシート状繊維束の下となるシート状繊維束と、側端部の両方が、それぞれ隣
接するシート状繊維束の上となるシート状繊維束とが、交互に並ぶ状態となる。
【００２８】
方法Ｃ．隣接するシート状繊維束を、上下ランダムに重ねる方法（図示せず）。この方法
によると、一端側の側端部が、隣接するシート状繊維束の下となり、他端側の側端部が、
別の隣接するシート状繊維束の上となる状態、及び、側端部の両方が、それぞれ隣接する
シート状繊維束の下となるシート状繊維束と、側端部の両方が、それぞれ隣接するシート
状繊維束の上となるシート状繊維束とが、交互に並ぶ状態とが混在する。
【００２９】
　束端部同士の重ね合わせ幅は、シート状繊維束幅の８分の１以上２分の１以下が好まし
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く、より好ましくは繊維束幅の４分の１以上２分の１以下である。あるシート状繊維束が
両隣の繊維束と形成する積層幅がそれぞれ異なっても良い。この場合重ね合わせ幅とは幅
が狭い方を指す。
【００３０】
　方法Ａを例えばドラムワインド法で実施する場合、ドラムへの巻きピッチを、開繊した
シート状繊維束幅の２分の１以上４分の３以下とすると、隣接するシート状繊維束同士が
、強化繊維シートの一端から順次上へと重なり、その重ね合わせ幅がシート状繊維束の４
分の１（図１）以上２分の１（図２）以下である強化繊維シートになる。
【００３１】
一方、方法Bを例えばドラムワインド法で実施する場合、二回に分けてドラムにシート状
繊維束を巻き付けることとなる。一回目のドラムへのシート状繊維束の巻きでは、巻きピ
ッチを開繊したシート状繊維束の等倍以上２分の３以下とする。この場合、巻きピッチが
シート状繊維束幅より大きい時に、シート状繊維束間に隙間（スプリット）が発生する。
次いで、二回目のドラムへのシート状繊維束の巻きの際、そのトラバース量を一回目の巻
きと同じにし、二回目に巻くシート状繊維束の中心が一回目に巻いた繊維束の中心の中間
点に位置するように巻くと、シート状繊維束の側端部の両方が、それぞれ隣接するシート
状繊維束の下となるシート状繊維束と、側端部の両方が、それぞれ隣接するシート状繊維
束の上となるシート状繊維束とが、交互に並ぶ状態となり、その重ね合わせ幅がシート状
繊維束の４分の１（図３）以上２分の１（図４）以下である強化繊維シートになる。なお
、図４に示すように、重ね合わせ幅がシート状繊維束の２分の１である場合、隣接するシ
ート状繊維束とは、横方向に重なり合うことなく並ぶシート状繊維束ではなく、上下方向
に重なり合うシート状繊維束を指す。
これらの強化繊維シートに樹脂組成物を塗布、含浸してプリプレグとする。
【００３２】
方法Cを例えばドラムワインドで実施する場合、二回に分けてドラムにシート状繊維束を
巻きつけるが、一回目のドラムへのシート状繊維束の巻きではスプリットが発生する様に
巻きピッチを開繊したシート状繊維束より大きくし、次いで二回目の巻きを一回目の巻き
と巻きピッチとシート状繊維束幅を変えて巻く、または方法Ａの様に順次繊維束の端部を
重ねて巻くなどすることで、ランダムに積層した強化繊維シートになる。
【００３３】
強化繊維シートへ樹脂組成物を付着、含浸させる方法としては特に限定されず、公知の方
法を使用できる。具体的には、タッチロール方式、ディップ方式、ダイ方式、ディスペン
サー方式、強化繊維シートで樹脂組成物を挟み込み、これを何組かの含浸ロールに挟み込
んで加圧および／または加熱して含浸させる方法、何本かの含浸ロールに抱かせて含浸さ
せる方法などなどが挙げられる。含浸させる場合、温度は３０～１００℃が好ましい。ま
た、加圧によって含浸させる際の圧力は９５０Ｎ～２０ｋＮが好ましい。
樹脂組成物の付着量は、製造するプリプレグの繊維目付と樹脂含有率により決まる量であ
る。
【００３４】
以上説明したように、本発明によれば、厚いプリプレグを製造する場合でも、強化繊維シ
ートに樹脂組成物を速やかに含浸でき、プリプレグにドレープ性を与えると共に、プリプ
レグの繊維方向への耐引き裂かれ性能を与えて形態保持性を高めたプリプレグを製造する
方法を提供することができる。
本発明により得られるプリプレグを用いれば、欠陥が少なく、高強度の繊維強化複合材料
を作製することができる。樹脂組成物に低粘度のものを用いても、強化繊維シートのシー
ト状繊維束同士の密着力が向上するために繊維方向への引き裂かれ耐性が上がり、形態保
持性の良い繊維強化複合材料を作成することができる。また、本発明を用いれば、マトリ
クス樹脂の粘度を下げることができ、強化繊維シートに樹脂組成物を速やかにかつ良好に
含浸させるこができ、目付けが大きくてもドレープ性が良好な複合材料用中間材料を製造
することができる。本発明で製造された目付けの大きい複合材料用中間材料を用いれば積
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層回数を短縮でき、ドレープ性がよく取り扱い性が良好であるので積層時間を短くでき、
厚みが大きい繊維強化複合材料を作製する場合に、特に好適である。
【００３５】
以下、本発明について実施例を挙げて具体的に説明する。ただし、本発明はこれらに限定
されるものではない。
各例で使用した樹脂組成物、繊維強化複合材料の製造方法、および評価方法を以下に示す
。
【実施例１】
【００３６】
［樹脂組成物］
樹脂組成物に用いた原料は以下の通りである。
・エポキシ樹脂Ａ：ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（三菱化学株式会社製、「ｊＥＲ８
２８」）
・エポキシ樹脂Ｂ：ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（三菱化学株式会社製、「ｊＥＲ１
００１」）
・硬化剤：ジシアンジアミド（三菱化学株式会社製、「ＤＩＣＹ１５」）
・硬化助剤：３－（３，４－ジクロロフェニル）－１，１－ジメチル尿素（保土谷化学工
業株式会社製、「ＤＣＭＵ９９」）
【００３７】
「硬化剤マスターバッチの調製」
表１に示す配合組成に従って、エポキシ樹脂Ａ、硬化剤、および硬化助剤を攪拌、混合し
、得られた混合物を三本ロールミルにてさらに細かく混合し、硬化剤マスターバッチを得
た。
【表１】

★
【００３８】
「樹脂組成物の調製」
表２に示す配合組成に従い、ガラスフラスコにエポキシ樹脂Ａを６６．４質量部とエポキ
シ樹脂Ｂを２０質量部採取し、オイルバスを用いて１３０℃に加熱し混合した。その後６
０℃程度まで冷却し、６０℃ウォーターバスを用いて硬化剤マスターバッチ２５質量部を
添加し、攪拌・混合して樹脂組成物１を得た。
【表２】

★
【００３９】



(8) JP 2012-201716 A 2012.10.22

10

20

30

40

50

得られた樹脂組成物１の３０℃における粘度を以下の測定条件により測定したところ、９
×１０２Ｐａ・ｓｅｃであった。
（測定条件）
・装置：示差走査熱量計（レオメトリクス社製、「ＤＳＲ－２００」）
・使用プレート：４０φパラレルプレート
・プレートギャップ：０．５ｍｍ
・測定周波数：１０ｒａｄ／ｓｅｃ
・昇温速度：２℃／ｍｉｎ
・応力：３０００ｄｙｎｅ／ｃｍ２

【００４０】
円周２ｍのドラムが設置されたドラムワインドマシンに離型紙を巻きつけた。この上に、
炭素繊維１（三菱レイヨン株式会社製、フィラメント数６００００本、引張強度；４．７
６ＧＰａ、引張弾性率；２５０ＧＰａ、繊維目付け３．２ｇ／ｍ）を巻きピッチと同幅９
．４ｍｍガイド付きロールで幅制御して通し、巻きピッチ９．４ｍｍ（ＦＡＷ（目付け）
３３３ｇ／ｍ２の設定）でシート状繊維束として巻きつけ、シート状繊維束の側端部同士
が重ならずに並べられたシート状物（Ａ１層）とした。
【００４１】
別途、レジンバス内の樹脂温度を４０℃～５０℃に維持し、ドクターブレードのクリアラ
ンスを５００～６７０μｍに設定したタッチロールを用いて、炭素繊維１の繊維束一本に
樹脂組成物を付着させた。引き続き、樹脂組成物が付着した繊維束をＡ１層作成時と同じ
ガイドロールを通し、該繊維束の中心が、予めドラムに巻きつけたＡ１層の一周目と二周
目に巻いたシート状繊維束のそれぞれの中心同士の中央となる位置から、巻きピッチ９．
４ｍｍ／周（ＦＡＷ３３３ｇ／ｍ２の設定で炭素繊維の目付実測値より算出）、ドラム周
速２ｍ／ｍｉｎでシート状繊維束として巻きつけ、樹脂組成物が付着した、シート状繊維
束の側端部同士が重ならずに並べられたシート状物（Ａ２層）とした。
【００４２】
さらに、樹脂組成物が付着したＡ２層上に、炭素繊維１の繊維束をＡ１層作成時と同じガ
イドロールを通し、Ａ１層の巻き始めと同位置から、巻きピッチ９．４ｍｍ／周（ＦＡＷ
３３３ｇ／ｍ２の設定）でシート状繊維束として巻きつけ、シート状繊維束の側端部同士
が重ならずに並べられたシート状物（Ａ３層）とした。
【００４３】
そして、Ａ３層上に離型紙を貼り付け、これらをドラムから外した。ついで、これらを加
熱せずに、圧力０．２ＭＰａ、送り速度０．９ｍ／ｍｉｎの条件でフュージングプレス（
アサヒ繊維機械工業株式会社、「ＪＲ－６００Ｓ」、処理長１３４０ｍｍ、圧力はシリン
ダー圧）に３回通し、Ａ１層、Ａ２層、Ａ３層のそれぞれに樹脂組成物が含浸されて一体
化されたプリプレグを得た。この方法は前記Ｂ法に相当し、Ａ１層とＡ２層とにおいて、
隣接するシート状繊維束の側端部同士が、重ね合わせ幅をシート状繊維束の２分の１とし
て上下方向に重なり合い、かつＡ２層とＡ３層とにおいて、隣接するシート状繊維束の側
端部同士が、重ね合わせ幅をシート状繊維束の２分の１として上下方向で重なり合うこと
で、強化繊維シートを構成している。
【００４４】
＜実施例２＞
円周２ｍのドラムが設置されたドラムワインドマシンに離型紙を巻きつけた。この上に、
炭素繊維２（三菱レイヨン株式会社製、「ＴＲ５０Ｓ　１５Ｌ」、フィラメント数１５０
００本、引張強度；４．９０Ｇｐａ、引張弾性率；２４０Ｇｐａ、繊維目付け１．０ｇ／
ｍ）を、巻きピッチと同幅５．１ｍｍガイド付きロールで幅制御して通し、巻きピッチ５
．１ｍｍ（ＦＡＷ２００ｇ／ｍ２の設定で炭素繊維の目付実測値より算出）でシート状繊
維束として巻きつけ、シート状繊維束の側端部同士が重ならずに並べられたシート状物（
Ａ４層）とした。
【００４５】
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別途、レジンバス内の樹脂温度を４０℃～５０℃に維持し、ドクターブレードのクリアラ
ンスを１５０～２５０μｍに設定したタッチロールを用いて、炭素繊維２の繊維束一本に
樹脂組成物を付着させた。引き続き、樹脂組成物が付着した繊維束をＡ４層作成時と同じ
ガイドロールを通し、該繊維束の中心が、予めドラムに巻きつけたＡ４層の一周目と二周
目に巻いたシート状繊維束のそれぞれの中心同士の中央となる位置から、巻きピッチ５．
１ｍｍ／周、ドラム周速２ｍ／ｍｉｎで巻きつけ、樹脂組成物が付着した、シート状繊維
束の側端部同士が重ならずに並べられたシート状物（Ａ５層）とした。
【００４６】
さらに、樹脂組成物が付着したＡ５層上に、炭素繊維２の繊維束をＡ４層作成時と同じガ
イドロールを通し、Ａ４層の巻き始めと同位置から、巻きピッチ５．１ｍｍ／周で巻きつ
け、シート状繊維束の側端部同士が重ならずに並べられたシート状物（Ａ６層）とした。
【００４７】
そして、Ａ６層上に離型紙を貼り付け、これらをドラムから外した。
ついで、これらを加熱せずに、圧力０．２ＭＰａ、送り速度０．９ｍ／ｍｉｎの条件でフ
ュージングプレス（アサヒ繊維機械工業株式会社、「ＪＲ－６００Ｓ」、処理長１３４０
ｍｍ、圧力はシリンダー圧）に３回通し、Ａ４層、Ａ５層、Ａ６層のそれぞれに樹脂組成
物が含浸されて一体化されたプリプレグを得た。この方法は前記Ｂ法に相当し、Ａ４層と
Ａ５層とにおいて、隣接するシート状繊維束の側端部同士が、重ね合わせ幅をシート状繊
維束の２分の１として上下方向に重なり合い、かつＡ５層とＡ６層とにおいて、隣接する
シート状繊維束の側端部同士が、重ね合わせ幅をシート状繊維束の２分の１として上下方
向で重なり合うことで、強化繊維シートを構成している。
【００４８】
＜比較例１＞
円周２ｍのドラムが設置されたドラムワインドマシンに離型紙を巻きつけた。別途、レジ
ンバス内の樹脂温度を４０℃～５０℃に維持し、ドクターブレードのクリアランスを３０
０～４００μｍに設定したタッチロールを用いて、炭素繊維１（三菱レイヨン株式会社製
、フィラメント数６００００本、引張強度；４．７６ＧＰａ、引張弾性率；２５０ＧＰａ
、目付け３．２ｇ／ｍ）の繊維束一本に樹脂組成物を付着させた。引き続き、予めドラム
に巻きつけた離型紙上に、樹脂組成物が付着した繊維束を巻きピッチと同じ幅にしたガイ
ドロールを通して、巻きピッチ５．３ｍｍ／周（ＦＡＷ６００ｇ／ｍ２の設定で炭素繊維
の目付実測値より算出）、ドラム周速２ｍ／ｍｉｎでシート状繊維束として巻きつけ、シ
ート状繊維束の側端部同士が重ならずに並べられ、かつ樹脂組成物が付着した強化繊維シ
ート（Ａ７層）とした。
【００４９】
そして、Ａ７層上に離型紙を貼り付け、これらをドラムから外した。
次いで、これらを加熱せずに、圧力０．２ＭＰａ、送り速度０．９ｍ／ｍｉｎの条件でフ
ュージングプレス（アサヒ繊維機械工業株式会社、「ＪＲ－６００Ｓ」、処理長１３４０
ｍｍ、圧力はシリンダー圧）に３回通し、プリプレグを得た。
【００５０】
実施例１および実施例２で得られたプリプレグについて、それぞれ指でほぐそうとしたと
ころ、繊維束同士が樹脂組成物を介して強く接着しており容易にはほぐすことができなか
った。一方、比較例１で得られたプリプレグをほぐそうとしたところ、繊維束間の接着力
が弱く、容易に引き裂かれるものであった。従って、本発明の製造方法によると、低粘度
の樹脂組成物を用いても、強化繊維基材の繊維束どうしの密着力が向上するために繊維方
向への引き裂かれ耐性が上がり、プリプレグの形態保持性が良いプリプレグを製造できる
ことが示された。
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